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丹波市介護予防・日常生活支援総合事業実施要綱 

 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、介護保険法（平成９年法律第123号。以下「法」という。）

第115条の45第１項の規定に基づき、市が行う介護予防・日常生活支援総合事

業について、法、介護保険施行令（平成10年政令第412号。以下「政令」とい

う。）及び介護保険法施行規則（平成11年厚生省令第36号。以下「省令」とい

う。）に定めるもののほか必要な事項を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この要綱において使用する用語は、法、政令、省令、介護予防・日常生

活支援総合事業の適切かつ有効な実施を図るための指針（平成27年厚生労働

省告示第196号）及び地域支援事業実施要綱（平成18年６月９日老発第0609001

号厚生労働省老健局長通知「地域支援事業の実施について」別紙。以下「通知」

という。）の例による。 

（介護予防・日常生活支援総合事業の基本方針） 

第３条 介護予防・日常生活支援総合事業（以下「総合事業」という。）は、高

齢者が、重度の要介護状態となった場合においても住み慣れた地域でその有

する能力に応じ自立した日常生活を営むことができるよう、医療、介護、介護

予防、住まいその他自立した日常生活に必要な支援が包括的に確保される体

制を実現するため、市が中心となり、地域の実情に応じた住民等の多様な主体

が参画する多様なサービスを充実させることにより、地域の支え合いの体制

づくりを推進し、要支援者等に対する効果的かつ効率的な支援等が行われる

ものでなければならない。 

（事業構成及び事業内容） 

第４条 総合事業は、法第115条の45第１項第１号に掲げる事業（以下「第１号

事業」という。）及び法第115条の45第１項第２号に掲げる事業（以下「一般介

護予防事業」という。）で構成し、内容等は、別表第１のとおりとする。 

（第１号事業の実施方法） 

第５条 市長は、総合事業について、市が直接実施するもののほか、次の各号に

掲げる方法により実施できるものとする。 

(１) 法第115条の45の３第１項の規定に基づく指定事業者による実施 

(２) 法第115条の47第４項の規定に基づく省令第140条の69の規定に適合す

る者への委託による実施 

(３) 省令第140条の62の３第１項第２号の規定に基づく補助（ただし、介護

予防ケアマネジメント事業を除く。）による実施 



２ 前項第１号の指定事業者の指定等に関し必要な事項は、市長が別に定める。 

（一般介護予防事業の実施方法） 

第６条 市長は、一般介護予防事業について、市が直接実施するもののほか、次

の各号に掲げる方法により実施できるものとする。 

(１) 法第115条の47第４項の規定に基づく省令第140条の69の規定に適合す

る者への委託による実施 

(２) 省令第140条の62の３第１項第２号の規定に基づく補助 

（事業対象者） 

第７条 第４条に掲げる事業の対象者は、被保険者（市が行う介護保険の住所地

特例適用被保険者を除き、市内に所在する住所地特例対象施設に入所等して

いる住所地特例適用被保険者を含む。）のうち次に掲げるものとする。 

(１) 第１号事業にあっては、省令第140条の62の４に規定するもの（以下 

「居宅要支援被保険者等」という。） 

(２) 一般介護予防事業にあっては、法第９条第１号に規定する介護保険の第

１号被保険者及びその支援のための活動に関わるもの 

(３) その他市長が適当と認めたもの 

 （基本チェックリストの実施等） 

第８条 市長は、第１号事業を受けようとする者に対して、平成27年厚生労働省

告示第197号に定める基本チェックリストを実施し、同告示様式第２に掲げる

いずれかの基準（以下「基準」という。）に該当するか否かについて判定する

ものとする。 

２ 前項の基本チェックリストにより、当該基準に該当した者（省令第140条の

62の４第２号に規定する者。以下「事業対象者」という。）が、介護予防ケア

マネジメントを受けようとする場合は、介護予防サービス計画・介護予防ケア

マネジメント依頼（変更）届出書により、市長に届け出なければならない。 

３ 前項の届出は、事業対象者に代わって、介護予防ケアマネジメント事業を行

う地域包括支援センターが行うことができる。 

（被保険者証の発行） 

第９条 市長は、前条第２項の規定により、届出書の提出があったときは、当該

事業対象者を受給者台帳に登録し、被保険者証を発行するものとする。 

（支給限度額） 

第10条 居宅要支援被保険者等は、法第８条の２第１項に規定する介護予防サ

ービス及び第１号事業の利用により算定される費用の合計が、次に掲げる区

分に応じた支給限度額に至るまでサービスを受けることができる。ただし、事

業対象者については、退院直後等の事由により集中的にサービスを利用する

ことが自立支援につながると考えられる場合は、要支援２の支給限度額とす

ることができる。 

(１) 事業対象者 50,030円 

(２) 要支援１  50,030円 

(３) 要支援２  104,730円 

２ 前項の支給限度額の管理対象となる第１号事業は、市長が指定する第１号

事業を行う者の当該指定に係る第１号事業を行う事業所により行われる当該

第１号事業（以下「指定第１号事業」という。）とする。 



 （指定第１号事業に要する費用の額） 

第11条 指定第１号事業を指定事業者により実施するときのサービス事業に要

する費用の額は、別表第２の区分及びサービスの種類ごとに、同表に定める単

位数に１単位の単価を乗じて算定するものとする。 

２ 前項の規定によりサービス事業に要する費用の額を算定した場合において、

その額に１円未満の端数があるときは、その端数は切り捨てるものとする。 

（費用負担） 

第12条 第１号事業のうち、指定第１号事業に係る利用者負担額は、前条により

算定した費用の額（その額が現に当該サービスに要した費用の額を超えると

きは、当該現にサービスに要した費用の額とする。）の100分の10（政令第29

条の２第１項の規定による所得の額が同条第２項に規定する額以上の居宅要

支援被保険者等にあっては、100分の20）に相当する額とする。 

２ 第１号事業のうち、別表第１に規定する介護予防ケアマネジメント事業に

係る利用者負担額は、無料とする。 

３ 指定第１号事業及び介護予防ケアマネジメント事業以外の第１号事業に係

る利用者負担額は、市長が別に定める。 

４ 保険料滞納者への指定第１号事業の給付制限等については、法第66条、第67

条及び第69条に規定する保険給付の制限等に準ずるものとする。 

５ 一般介護予防事業に係る利用料は、原則無料とする。ただし、利用者は次 

 に掲げる費用を負担しなければならない。 

(１) 食材料費 

(２) その他事業の実費負担分 

（第１号事業支給費の支給） 

第13条 市長は、居宅要支援被保険者等が指定第１号事業を利用した場合は、指

定事業者に対して、当該事業に要した費用として第１号事業支給費を支給す

る。 

２ 前項の第１号事業支給費の額は、第11条により算定した費用の額（当該額が

現に指定第１号事業に要した費用の額を超えるときは、当該サービスに要し

た費用の額）の100分の90に相当する額とする。 

３ 前項の規定にかかわらず、市は、居宅要支援被保険者等が受けた介護予防サ

ービス（これに相当するサービスを含む。）若しくは地域密着型介護予防サー

ビス（これに相当するサービスを含む。）に要した費用、当該居宅要支援被保

険者等に係る健康保険法（大正11年法律第70号）第115条第１項に規定する一

部負担金等の額（同項の高額療養費が支給される場合にあっては、当該支給額

に相当する額を控除して得た額）その他の医療保険各法若しくは高齢者の医

療の確保に関する法律（昭和57年法律第80号）に規定するこれに相当する額と

して法第61条の２第１項の政令で定める額の合計額及び居宅要支援被保険者

等が第１号事業に要した費用その他の費用又は事項を勘案して特に必要があ

ると認める場合における前項の規定の適用については、同項中「100分の90」

とあるのは、「100分の90から100分の100までの範囲内で市が定める割合」と

することができる。 

４ 法第59条の２の政令で定める額以上である居宅要支援被保険者等に係る第

１号事業支給費について前２項の規定を適用する場合においては、第２項中



「100分の90」とあるのは「100分の80」と、前項中「100分の90から」とある

のは「100分の80から」とする。 

（高額第１号事業支給費） 

第14条 居宅要支援被保険者等が受けた指定第１号事業の利用者負担額が著し

く高額であるときは、当該居宅要支援被保険者等に対し、法第61条に規定する

高額介護予防サービス費に相当する費用（以下「高額第１号事業支給費」とい

う。）を支給する。 

２ 高額第１号事業支給費は、同一の世帯に属する要介護被保険者及び居宅要

支援被保険者等が同一の月に受けた介護サービス、介護予防サービス及び指

定第１号事業に係る利用者負担額の合計額（高額介護サービス費及び高額介

護予防サービス費が支給される場合にあっては、当該支給額を控除して得た

額。以下「高額第１号事業利用者負担世帯合算額」という。）が、政令第29条

の２の２第２項から第９項までの例による被保険者の区分に応じた額（以下

「高額第１号事業算定基準額」という。）を超える場合に、当該月に指定第１

号事業を受けた居宅要支援被保険者等に支給するものとする。 

３ 高額第１号事業支給費の額は、高額第１号事業利用者負担世帯合算額から

被保険者の区分に応じた高額第１号事業算定基準額を控除して得た額に第１

号事業被保険者按分率（当該居宅要支援被保険者等が当該月に受けた指定第

１号事業に係る利用者負担額（以下「指定第１号事業利用者負担額」という。）

を同一の世帯における指定第１号事業利用者負担額の合計額で除して得た率

をいう。）を乗じて得た額とする。 

４ この要綱に定めるもののほか必要な事項は、政令第29条の２の２の例によ

る。 

（高額医療合算第１号事業支給費） 

第15条 居宅要支援被保険者等が受けた指定第１号事業の利用者負担額（前条

第１項の高額第１事業支給費が支給される場合にあっては、当該支給額を控

除して得た額）及び当該居宅要支援被保険者等に係る健康保険法第115条第１

項に規定する一部負担金等の額（同項の高額療養費が支給される場合にあっ

ては、当該支給額に相当する額を控除して得た額）その他の医療保険各法又は

高齢者の医療の確保に関する法律（昭和57年法律第80号）に規定するこれに相

当する額として政令第22条の３第１項で定める額の合計額が、著しく高額で

あるときは、当該居宅要支援被保険者等に対し、法第61条の２に規定する高額

医療合算介護予防サービス費に相当する費用（以下「高額医療合算第１号事業

支給費」という。）を支給することができる。 

２ 高額医療合算第１号事業支給費は、政令第22条の３第２項に規定する医療

合算利用者負担世帯合算額（高額医療合算介護サービス費及び高額医療合算

介護予防サービス費が支給される場合にあっては、当該支給額を控除して得

た額）及び当該計算期間（政令第22条の３第２項第１号に規定する期間をい

う。）における指定第１号事業利用者負担額（高額第１事業支給費が支給され

る場合にあっては、当該支給額を控除して得た額）を合算した額（以下「医療

合算第１号事業利用者負担世帯合算額」という。）から政令第22条の３第６項

に規定する医療合算算定基準額に平成20年厚生労働省告示第225号に定める

支給基準額を加えた額を超える場合に、第１号事業を受けた居宅要支援被保



険者等に支給するものとする。ただし、政令第22条の３第１号から第６号まで

に掲げる額を合算した額又は第７号に掲げる額が零であるときは、この限り

でない。 

３ 高額医療合算第１号事業支給費の算定方法は、政令第22条の３第２項から

第７項までの例によるものとする。 

 （指導・監督） 

第16条 市長は、総合事業の適切かつ有効な実施のため、第５条及び第６条の規

定に基づき総合事業を実施する者に対して、指導及び監査を行うものとする。 

（苦情処理） 

第17条 市長は、利用者及びその家族からの総合事業に関する苦情に迅速かつ

適切に対応するために、窓口の設置その他必要な措置を講じなければならな

い。 

２ 市長は、前項の苦情を受け付けた場合は、当該苦情の内容等を記録しなけれ

ばならない。 

３ 市長は、提供した総合事業のサービスに関する利用者及びその家族からの

苦情等の相談のうち市で対応できないものについて、国民健康保険団体連合

会（国民健康保険法（昭和33年法律第192号）第83条に規定する国民健康保険

団体連合会をいう。以下同じ。）に依頼することができる。 

４ 市長は、指定第１号事業に関する利用者及びその家族からの苦情等の相談

のうち市で対応できないものについて、利用者及びその家族からの申立てに

基づく事業者に対する調査及び指導助言を国民健康保険団体連合会に依頼す

ることができる。 

（その他） 

第18条 この要綱に定めるもののほか総合事業の実施に関し必要な事項は、市

長が別に定める。 

附 則 

この要綱は、平成 29年４月１日から施行する。 

別表第１（第４条関係） 

事業構

成 

事業名 事業内容 

第

１

号

事

業 

第

１

号

訪

問

事

業 

国基準訪問型サービス

事業 

訪問介護員による身体介護・生活援

助を行う。（訪問介護と同様のサー

ビスを行う。） 

基準緩和訪問型サービ

ス事業 

訪問介護員等による掃除、洗濯、調

理等の家事援助（身体介護を除く。）

を中心とした自立に向けての日常

生活支援を行う。 

住民主体訪問型サービ

ス事業 

住民主体による掃除、買物等の簡単

な家事援助（身体介護を除く。）を

中心とした自立に向けての日常生

活支援行う。（丹波市生活支援サポ

ーター活動支援事業実施要綱（平成

27年丹波市告示第887号）） 



第

１

号

通

所

事

業 

国基準通所型サービス

事業 

通所介護施設で必要な日常生活上

の支援を行う。（通所介護と同様の

サービスを行う。） 

基準緩和通所型サービ

ス事業 

自立支援を目的とした生活機能訓

練又は社会交流の場の提供として、

身体機能の向上のための機能訓練

等その他介護予防のために必要と

認められる日常生活支援を行う。 

住民主体通所型サービ

ス事業 

閉じこもり・認知症予防を目的と

し、体操やレクリエーション、趣味

活動等のさまざまな活動を法人等

の施設内等で行うことで、生きがい

づくり、社会交流の場を提供する。

（丹波市介護予防・日常生活支援総

合事業通所型サービスＢ事業実施

要綱（平成28年丹波市告示第785

号）） 

第

１

号

介

護

予

防

支

援

事

業 

介護予防ケアマネジメ

ント事業 

法第115条の45第１項第１号ニの規

定に基づき、要支援者等に対し、総

合事業によるサービス等が適切に

提供できるようにケアマネジメン

トを行う。 

一

般

介

護

予

防

事

業 

介護予防把握事業 地域の実情に応じて収集した情報

等の活用により、閉じこもり等何ら

かの支援を要する者を把握し、介護

予防活動へつなげる。 

介護予防普及啓発事業 介護予防活動の普及・啓発を行う。 

地域介護予防活動支援事業 地域における住民主体の介護予防

活動の育成・支援を行う。 

一般介護予防事業評価事業 介護保険事業計画に定める目標値

の達成状況等の検証を行い、一般介

護予防事業の事業評価を行う。 

地域リハビリテーション活

動支援事業 

地域における介護予防の取組みを

機能強化するために、通所、訪問、

地域ケア会議、サービス担当者会

議、住民運営の通いの場等へのリハ



ビリテーション専門職等の関与を

促進する。 

別表第２（第 11条関係） 

区

分 

サービスの種類 単位数 １単位の単価 

第

１

号

訪

問

事

業 

 

国基準訪問型サ

ービス事業 

通知別添１の１

に定める単位数 

10 円に厚生労働大臣が定め

る１単位の単価（平成 24 年

厚生労働省告示 94 号。以下

「単価告示」という。）に定め

る丹波市の地域区分におけ

る訪問介護の割合を乗じて

得た額とする。 

基準緩和訪問型

サービス事業 

別に市長が定め

る単位数 

別に市長が定める額とする。 

第

１

号

通

所

事

業 

国基準通所型サ

ービス事業 

通知別添１の２

に定める単位数 

10 円に単価告示に定める丹

波市の地域区分における通

所介護の割合を乗じて得た

額とする。 

基準緩和通所型

サービス事業 

別に市長が定め

る単位数 

別に市長が定める額とする。 

 


